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研究（実用化）開発のポイント・先進性

事業者の連絡先

国立大学法人東北大学　宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉 468̶1　☎ 022-757-4093（担当：大学院農学研究科東北復興農学センター（加藤一幾）） Mail：kazuhisa.kato.d8@tohoku.ac.jp

国立大学法人東北大学大学院農学研究科東北復興農学センター
准教授　加藤一幾

　本事業では、東北大学で
実施している、園芸作物を

材料とする遺伝子からフィールドまでの
幅広い研究を背景に、地元企業との連携
により、浜通り地域の農業の復興に役立
てることを目指しています。また、地域
活性化に活かすことができる人材の育
成・供給も我々の使命です。

①　 マンゴーの試食会を行った（TV5社，
新聞5社以上で報道）。その糖度は
18度以上であり、高品質であった。

②　 通常の約 2 倍のトマト高リコペ
ン系統の選抜し、そのメカニズム
の一端を解明した。

③　 安価な自動・遠隔灌水装置，気象
観測装置（2つ合わせて製作費2
万円程度）、モニタリングシステム
を試作した。

④　 シイタケ廃菌床を利用したトマト
有機栽培技術を確立した。

　新しい植物工場の活用方法（新規の
農作物の栽培・販売体系確立）を見い
だすことは、中山間地域における農業
を軸とする地域経済・社会の課題解決
の糸口となりうると考えています。本
実用化開発では、2021 年から試験販
売に着手し、主に贈答品市場（約 10
兆円）に食い込む戦略で、2022 年以
降に浜通り地域において生産拠点を設
置し、3年以内での「億円単位」の売
り上げを目指します。

図 1．葛尾村植物工場外観
　 平成 30 年 11 月に 2 棟の
植物工場の稼働を開始し
た。令和元年 12 月に断熱
効果を高めた植物工場を 1
棟追加で設置した。

図 2．葛尾村植物工場内観
　 越冬条件を変えて、マン
ゴー・バナナ・コーヒー
の栽培試験を行ってきた。
新棟でのトマト栽培も開
始し、複合的な栽培試験
を行う。

　健康志向の高まりから、機能性成分高含有の農作物には、
一般の農作物とは異なる市場が形成されつつあります。高
価格帯となる機能性野菜の国内市場は 2015 年の 11 億円
から 2025 年には 140 億円へと急成長が見込まれており、
本市場には大手食品メーカーなども参入しているものの、
東北大学の農業技術によって高機能を実現することでこれ
に対抗すること、さらには新たなニーズを喚起し市場を広
げることも可能と考えています。事業化においては、冬季
の暖房コストの削減が課題となるので、今年度は保温性を
高めた植物工場を 1棟増築しました。さらに、化石燃料に
頼らない冬季の熱源に関しても検討します。

　本実用化開発では、浜通り地域に適した高付加価値農産
物の植物工場栽培の事業化を目指しております。そのため
に栽培体系確立とともに、越冬技術の確立、機能性成分の
再現性の確保、安全・安心の保証、市場開拓と販売網の構築、
の 5つの目標を持っています。

　植物工場は国内でも多くの事例がありますが、品目は限られ
ており、十分な採算の見込める事業は多くありません。採算性
向上のためには、より高付加価値の農作物の栽培体系を確立
する必要があり、健康志向を考慮すると、機能性成分を多く
含んだ農産物の栽培技術の確立や再現性の確保が重要です。

葛尾村植物工場から高機能、
そして高品質な農産品をお届けします！

実施期間
▼

2018年度～2020年度

実用化開発場所
▼
葛尾村

2018年度開始

消費者の健康志向、安全・安心な農作物への需要の高まりを受け、今後浜通り地域の農業
で注目されると考えられる植物工場の高度利用（既存以外の栽培手法の確立等）を研究し
ています。植物工場を利用し、高機能性・高付加価値で、かつ希少性のある特産作物（マ
ンゴー・トマト・バナナ・コーヒー）の栽培体系・販売スキームを確立しようとしています。

高機能性食品安定供給技術と、それによる高機能性特産作物販売体系の確立
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国立大学法人東北大学大学院農学研究科東北復興農学センター、
共栄㍿   、磐栄運送㍿   、磐栄アグリカルチャー㍿   
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研究（実用化）開発の目標

株式会社ダイテック　福島県いわき市小川町下小川字広畑167　☎0246-83-2525（担当：営業企画部）Mail：ohma@daitec-wood.co.jp

研究（実用化）開発のポイント・先進性

実施期間
▼

2018年度～2019年度

実用化開発場所
▼

いわき市

2018年度開始

　有開口耐力フレームは、柱に大断面製材を用い、土台と
横架材に一般流通材または大断面製材を用いて基本軸組を
つくり、腰壁や垂壁位置に構造用面材等を配置して合成ラー
メンフレームを構成するものです。階高、腰壁・垂壁の高さ、
柱断面寸法、構造用面材の仕様等をパラメータとして建築・
構造計画の可能性を拡大させます。
　この耐力フレームが性能を発現するには、軸組や構造用
面材の仕様だけでなく、各接合部の性能が肝要です。特に
大きな引き抜き力が生じる鴨居・窓台と柱との仕口、横架
材の継手には耐力と美観を兼ね備えた接合部が必要で、既
存技術の応用も念頭においた汎用性のある接合部を開発し
ます。

　大断面製材を用いた有開口耐力フレームを開発します。
これを柱や小壁を設置しやすい外壁や間仕切りに配置する
ことで建設コストを抑えつつ汎用性の高い耐震性と開放性
を実現させて、公共建築物等の非住宅木造建築物の設計に
積極的に活用していただければと考えております。

大径 JAS 無垢製材の有開口耐力フレームによる構造

　公共建築等の非住宅木造建築物では、戸建住宅に比べて設
計荷重と階高が過大になることから柱には大断面のものが必
要とされ、一般には大断面集成材で対応されています。この
柱には近年開発された大断面製材が使われ、イ準耐※における
もえしろ設計※が可能であり化粧あらわしにできる無垢材とし
てその有用性が認められ、徐々に需要が高まっています。
　一方、非住宅木造建築物では、大きな地震力に対して壁の
少ない開放的な空間が求められるため、耐震性と開放性の両
立が計画的に困難な状況があります。これを解決する方法と
しては特殊な接合技術と大断面集成材を用いた木質ラーメン
構造がありますが、特許技術等の建設コストと汎用性の課題
です。そのためその課題に対して強みがある大開口を有した
耐力フレームの開発が急務となっています。

　地域の山林で育てた大丸太をメイン
とした地域材の需要を生み、林業や木
材の加工、流通設計業務など、地域経
済のサイクルの一助となることが期待
できます。
　地元産木材を使うことにより地域活
性化に繋がり、工期短縮、原価償却等
が短いので節税にもなります。

　これから震災以前の優良
材あふれる森林・林業の復

興を目指したいです。
　そのためには木造建築の分野において
新たな活用方法を開発し高付加価値化を
実現したいです。
　全国的に無垢材、大径材の需要及び要
望が増加する中で新たな木造建築をこの
有開口耐力フレームで実現し福島県産製
材品で新たな価値を提案したいです。

株式会社ダイテック
代表取締役　鈴木裕一

　昨年度の耐力フレームの予備試験か
ら耐力を計算して今年度の非住宅木
造建築物 2物件に採用していただき、
実物件として施工実績となりました。

戦後植林された人工林が伐採期を迎え、大丸太（30cm 以上）の立木量が増えてきています。丸太から最大の断
面寸法を製材してできる大径製材を普及するためには、大径製材ならではの強度等を活かし、耐力フレームとし
て開口を確保でき開放感、日差し、尚且つ美観的にも良いので学校や庁舎建築など公共建築物に使用されること
が有効です。このことから、ヒノキ・スギ大径 JAS 製材を用いた有開口耐力フレームの実用化開発を目指します。

無垢大断面製材品を活用し開放感あふ
れる新たな木造建築を開発

ヒノキ・スギ大径 JAS 製材を用いた有開口耐力フレームの開発

株式会社ダイテック
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※イ準耐、もえしろ設計：建築基準法に定められている、防火の規定
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